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記 
 
１．本論文の構成 
 本博士論文は、公企業の民営化の問題を、組織構造面と市場競争面を中心にして理論的
に考察している。すなわち、民営化前後での政府・企業間のインセンティブ構造を扱う組
織構造面の分析と、社会厚生最大化を目的とする公企業と利潤最大化を目的とする私企業
が競争する混合寡占という市場競争面の分析を行っている。 
 本博士論文の基になっている論文は、以下の通りである。 
1. 齋藤雅元(2009)，「不完備契約、民営化および政治的配慮」『早稲田経済学研究』第 68号，
pp.81-108． 
2. 齋藤雅元・舘健太郎(2008)，｢公営企業の監督と民営化｣、早稲田大学現代政治経済研究所
working paper No.0802． 
3. 都丸良夫・齋藤雅元・中村靖彦(2007)，｢混合複占，内生タイミングおよび最適補助金政
策｣『早稲田経済学研究』第 64号，pp.83-102． 
4. Tomaru, Y. and M. Saito (2010), "Mixed Duopoly, Privatization and Subsidization in an 
Endogenous Timing Framework," Manchester School., 78(1): pp.41-59. 
5. Tomaru, Y., Y. Nakamura, and M. Saito (2009), "Capacity Choice in a Mixed Duopoly with 
Managerial Delegation," Economics Bulletin, 29(3): pp.1921-1941. 
 
本論文の構成は以下の通りである。 
第 1章 序論 
 1.1 はじめに 
 1.2 関連研究の状況と本研究の位置づけ 
   1.2.1 善意のない政府（non-benevolent government）による分析 
   1.2.2 政府と企業間における非対称情報の対策－政府による監査制度の分析－ 
   1.2.3 混合寡占の分析 
第 2章 民営化および政府による政治的配慮 
 2.1 はじめに 
 2.2 モデル 
 2.3 分析 
   2.3.1 ファーストベスト 
   2.3.2 国営化の分析 
   2.3.3 民営化の分析 
   2.3.4 国営化と民営化の厚生比較 
 2.4 予備的考察 
 2.5 おわりに 
第 3章 民営化と監査制度 
 3.1 はじめに 
 3.2 モデル 
 3.3 分析 
   3.3.1 政府の最適戦略 
   3.3.2 企業の最適戦略 
   3.3.3 分離均衡 
   3.3.4 一括均衡 
 3.4 公営企業の民営化 
   3.4.1 交付後の監査と均衡 
   3.4.2 罰金の上限 
 3.5 民営化の是非 
   3.5.1 事前調査なし 
   3.5.2 事前調査あり 
 3.6 おわりに 
第 4章 混合複占における政府の補助金政策 
 4.1 はじめに 
 4.2 混合複占における同質財の数量競争および補助金政策 
   4.2.1 モデル 
   4.2.2 混合複占の分析 
   4.2.3 私的複占の分析 
   4.2.4 混合・私的複占の比較（数量競争） 
 4.3 混合複占における差別化された財の価格競争および補助金政策 
   4.2.1 モデル 
   4.2.2 混合複占の分析 
   4.2.3 私的複占の分析 
   4.2.4 混合・私的複占の比較（価格競争）    
 4.4 おわりに 
第 5章 混合複占における企業の生産能力－企業の所有と経営の分離－ 
 5.1 はじめに 
 5.2 モデル 
 5.3 数量競争 
 5.4 価格競争 
 5.5 おわりに 
第 6章 結論 
 
２．本論文の内容と学術的貢献 
第 1 章は序論であり、政府と市場の限界に関する論点を、公企業の民営化に関する議論
の中で整理している。すなわち、第 2章、第 3章で扱う組織構造面から見た民営化政策と、
第 4章、第 5章で扱う市場競争面からみた混合寡占における民営化の研究を概説している。
さらに齋藤氏自身の公企業の民営化に関する研究を、関連する研究の中で位置づけている。 
第 2章では、齋藤(2009)に基づき、政府のガバナンスおよび政治的配慮を踏まえた民営化
の問題を分析し、国営化および民営化の下で政府による政治的配慮が当該企業の生産量や
社会厚生にどのような影響を与えるかを考察している。先駆的な民営化モデルである
Sappington and Stiglitz (1987)、およびそれを再考したMartimort (2006) では、政府と企
業の間に情報の非対称性が存在したとしても、公的所有か私的所有かに関わらず、企業の
パフォーマンスは同等になることが示されている。所有形態に関する無関連性の結果とし
て知られているこの命題は、善意の政府という仮定に基づいている。本章ではこの仮定を
外し、政府が当該企業に政治的配慮を行う可能性を認めたうえで、公的企業の民営化が経
済厚生をどのように変化させるのかについて分析している。そして、一定の条件の下で、
善意の政府の仮定を緩和した場合でも民営化が厚生を改善する可能性を導いている。すな
わち、政府の政治的配慮が社会厚生に与える効果を費用削減効果と配分効果の 2つに分け、
それらの効果によって、民営化政策が国営化よりも厚生面で有効となる条件を明らかにし
ている。 
本章の結果の中では、次の 2 点が評価に値すると考えられる。第 1 に、善意の政府の仮
定を緩和することで当事者間のインセンティブ問題が分析の対象とされたこと、第 2 に、
これまでの無関連性の結果が変更され、民営化政策が国営化よりも社会厚生面で有利とな
る条件を提示したことである。これらの結論は、この分野における新しい知見の提供とな
っている。 
第 3章では、齋藤・舘(2008)に基づき、収益面で独立採算が可能な企業と、経営維持のた
めに補助金が必要な、独立採算不可能な企業を想定して、これらの企業を民営化すること
の是非を考察している。赤字ではあるが社会的な目的のために、政府が企業に生産を行わ
せる場合、単純に民営化するだけでは生産を維持できない。このような企業の民営化では、
赤字補填のために補助金を交付する必要があるが、その際政府には補助金の適切な交付に
よる社会厚生の向上が期待される。このケースは、独立採算可能な企業と不可能な企業の
両方が存在する本章のモデルでは、独立採算不可能な企業にのみ補助金を交付する分離均
衡として記述される。また、このモデルには、独立採算不可能な企業だけでなく採算可能
な企業も虚偽申請によって補助金を不正受給する一括均衡も存在しうる。そこで、補助金
交付に対する監査システムや事前調査を導入し、補助金の不正受給と公益事業の切捨てと
いう 2 つの厚生損失のバランスを実現する補助金交付条件を導出している。さらに、一括
均衡において、必要のない企業に補助金を交付するとか、支援すべき企業に交付しないと
いう 2 種類の過誤に政府は直面するが、事前調査と事後監査の徹底によって、より望まし
い均衡へ誘導可能かを考察している。また、公営か民営かという経営形態の違いに焦点を
合わせ、最適な経営形態と監査体制、およびその判断基準を示し、民営化の是非について
分析している。 
 本章で展開された補助金交付ゲームの完全ベイズ均衡では、政府の補助金交付条件が事
前調査によって特徴づけられている。また、民営化による生産効率性の向上を考慮すると
政府によるスクリーニングが困難になるが、その場合にも民営化が有効となる条件を導い
ている。さらに、補助金交付の際に政府による事前調査を伴う民営化が他の経営形態より
高い社会厚生を生み出す可能性を示している。いずれの結果も独創性の高いものであり、
重要な貢献である。 
第 4章では、都丸・齋藤・中村(2007)、Tomaru and Saito (2010)に基づき、民営化に対
する市場競争面からのアプローチの一つとして、中央や地方の政府が運営する公企業と、
民間部門が経営する私企業が並存している混合寡占市場に着目し、混合寡占と私的寡占の
競争均衡における社会厚生を比較することによって、政府による公企業の民営化について
論じている。具体的には、数量競争および価格競争のそれぞれについて、企業による生産
または価格提示のタイミングの戦略的な決定と、政府による生産補助金の両方を同時に考
慮したモデルを分析して、数量競争と多くの場合の価格競争において、民営化と社会厚生
の無関連性、すなわち政府による公企業の民営化が社会厚生を変化させないことを示して
いることが、本章の研究における大きな成果となっている。 
産業政策やタイミングの観点から混合寡占における公企業の民営化について論じられた
ものとしては、政府の生産補助金を考慮した場合に同質財の数量競争において民営化と社
会厚生の無関連性を示した White (1996)や、数量競争において各企業が戦略的に生産のタ
イミングを決定するモデルを分析した Pal (1998)などの先行研究がある。これに対して本章
では、政府の生産補助金と内生的なタイミングを同時に考慮した分析を行った上で、民営
化と社会厚生の無関連性を示している。 
White (1996)では各企業のタイミングが固定されて民営化の前後で変化しないのに対し
て、本章では各企業のタイミングは戦略的相互依存の結果として決まるため、混合寡占と
私的寡占における均衡タイミングが必ずしも一致しない。すなわち、White (1996)と本章の
研究では分析において大きな相違点があるにも関わらず、同様の結果を導き出したことに
は理論的な意義がある。また、数量競争だけでなく価格競争についても分析を行っている
ことも貢献といえる。 
第 5章では、Tomaru Y., Y. Nakamura and M. Saito (2009) に基づき、企業の生産能力
および所有と経営の分離を考慮した場合の混合複占について分析し、それと私的複占との
比較を通じて民営化の是非を考察している。ここでは、企業の生産能力は Vives (1986)など
によって導入された、生産量が生産能力と等しくなる場合に平均費用が最小化される２次
の費用関数を用いて表現されている。つまり、生産能力は最小効率規模を意味しており、
これ自体が各企業の内生変数となっている。また、企業の所有と経営の分離については、
経営者の利得が利潤と生産量の加重平均によって定式化され、そのうちの生産量に対する
比重であるインセンティブ・パラメータが、経営者に対する経営委任の程度を表す変数と
して用いられている。関連する先行研究としては、本研究と同様の費用関数を用いて企業
の生産能力を導入し、差別化された財の数量競争における混合複占を分析した Ogawa 
(2006)や、所有と経営の分離を導入して混合複占について調べたWhite (2001)などがある。
これに対して、本章の研究では、生産能力の選択を伴う混合複占において経営委任を考慮
した場合の社会厚生を求め、それと経営委任を考慮しなかった場合の社会厚生とを比較し
ている。その結果、数量競争では、経営委任が行われることによって均衡における社会厚
生が高くなる一方で、価格競争では、経営委任の実施が社会厚生を低下させるという結論
を導き出している。 
以上のように、企業の生産能力および所有と経営の分離を同時に考慮した研究は見当た
らない。さらに、公企業の民営化の是非を論じるために、経営委任および生産能力を考慮
したときの混合複占と私的複占における社会厚生を比較している。そして、数量競争と価
格競争のいずれについても、経営委任と生産能力を考慮した場合に、政府が公企業を民営
化しても社会厚生を高めることができないという否定的な性質が示されている。一連の結
果は、所有と経営の分離や民営化に関する示唆を与える興味深いものであり、高く評価で
きる。 
第 6 章では、本博士論文で得られた結果および主要な貢献を簡潔にまとめるとともに、
残された課題について議論している。 
 
３．予備審査における修正要求への回答 
(1) 博士論文の題目について、論文で展開されている内容に適合するよう、副題を付して限
定する必要があるとの指摘に対し、「組織構造と市場競争の視点から」という副題を付した。 
 
第 2章について 
(2) 元論文では、政府と企業経営者の間の契約をホールドアップ問題として解釈し説明を行
っていたが、その比喩をもう少し詳しく説明することが求められた。なぜならば、結ばれ
る契約が固定賃金契約になる場合、その契約をホールドアップ問題として解釈することが
難しくなるからである。修正後の論文では、企業経営者が民営化後の経営者か国営企業の
経営者によって場合分けをし、ホールドアップ問題として説明を行うのは、前者の民営化
後の企業経営者の場合に限定した。これにより、比喩の意味することが明瞭になった。 
(3)、(4) 元論文において政府の目的関数の中で考慮される政治的配慮を、生産奨励金として
も解釈できること、およびその背景にロビー活動があって、非生産的な資源の利用が発生
する可能性について指摘がなされた。それに対する適切な言及がなされ、モデルの意味す
るところがより明白になった。 
 
第 3章について 
(5) 元論文では明確には研究されていなかった、独立採算が可能であっても補助金の交付が
経済厚生を大きくするためには意味がある場合について、どう考えるのかという質問に対
しては、研究開発を例に挙げて、そのような場合がありうることについての追加的な説明
が付加された。 
(6) 民営化を伴う事前調査が経済厚生に及ぼす影響について、質問がなされたが、それにつ
いては、一括均衡の場合について、より詳しい説明が付加された。これにより、このよう
な影響についても内容が明瞭になった。 
 
第 4章について 
(7) 社会厚生からみたとき混合寡占市場での民営化の意義が失われるとの結論は、先行研究
と同じく、国営企業がコストなしに社会厚生の最大化できるという仮定に基づいているが、
これは現実的ではないとの指摘がなされた。そこで、現実には国営で管理・統制にかかる
調整費用が民営化後よりも高くなる場合もあるとして、その状況では民営化が望ましい政
策となるとの説明を加えた。 
(8) 本章の研究と先行研究がモデルを分析する上でどのように接続されるのか、詳しく論じ
るべきであるとの指摘に対し、数量競争と価格競争のそれぞれについて、本章のモデルで
補助金がない場合が先行研究のモデルに対応することを示しており、先行研究とのつなが
りが明確になった。 
(9) observable delay gameという設定は現実のどんな状況を想定したものか、例示が必要
との指摘に対して、企業による財の発注と市場供給に時間的なずれがある場合を例として
挙げているが、これは設定の一つの解釈として妥当であると思われる。こうした解釈を与
えることによって、本章のモデルに適合的な財・サービスを想定しやすくなった。 
(10) 社会厚生の無関連性という結論が実際の民営化について論じる際にどのように解釈さ
れるのかをもう少し詳しく議論した方がよいとの指摘に対し、国営維持の調整費用と民営
化実施費用の大小関係により、いずれが望ましいかが決まる点を補足説明として入れた。 
 
第 5章について 
(11) 利潤と生産を考慮したインセンティブ契約というは、一定の合理性があると考えられ
るが、なぜこのタイプのインセンティブ契約を考慮することが望ましいのかという説明が
不足しているので、補うべきであるとの指摘がなされた。これに対しては、生産能力より
も観察しやすい生産量で経営者の業績評価を行う状況では、このようなインセンティブ契
約が想定できることを追記した。 
(12) 本章のモデルはやや複雑であるために、結果が導かれるまでの道筋が見えにくい部分
がある。より明確で直観的な説明ができるよう、生産能力と経営委任の導入が混合複占と
私的複占の社会厚生にどのように影響しているかについて比較静学を表にまとめるなど、
整理が必要であるとの指摘を受けた。これに対応して、製品差別化の程度、インセンティ
ブ・パラメータが生産能力、生産量に与える影響について表にまとめられたことにより、
議論の筋道がとても見えやすくなった。 
(13) モデルが想定する状況に近いと思われる市場の例をいくつか挙げてもらいたいとの要
求があった。そこで、公的部門が所有する施設を民間委託する例として、スポーツジムな
どが挙げられた。これらは、所有者である公的部門が住民の厚生を向上させることを要望
するために、経営者が利潤だけでなく、供給量の拡大を考慮する可能性が十分に考えられ、
実際的な例示であると思われる。 
 
元論文に対するコメントは、これらの修正によって適切に答えられたと考えることができ
る。よって、本論文は博士学位請求論文として適当なものであると判断する。 
 
以上 
